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コンビナート論の系譜と産業再編へのインプリケーション

1 問題意識と課題設定

1994年の三菱油化と三菱化成の合併による三

菱化学の誕生以来，日本の石油化学工業では，

合併や事業統合による産業再編が急速に進展し

ている。石油化学工業は，機械系工業と異なり，

工程問結合による事業所間の連結，すなわちコ

ンビナートによる生産形態を特徴としている。

したがって，石油化学工業における産業再編は，

単なる工場閉鎖・縮小，企業合併にとどまらず，

生産システム，企業連合体としてのコンビナー

ト全体の再編という問題に直面する。

本稿の目的は，これまでのコンビナート研究

にもとづき，生産結合体としてのコンビナート

という生産形態の特質を明らかにすることに

よって，他の産業とは異質な石油化学工業の再

編の問題点を抽出することにあるo

コンビナートという用語は，もともとはロシ

ア語である。コンビナートに関する研究は，古

くは独占のー形態として，レーニンの『帝国主

義』における研究を起源としている。わが国に

おいては， 1950年代の石油化学工業の誕生期か

ら70年代に至るまで，ブリユーミンの『多角形

企業論』などを参考にしつつ，多くの論者によっ

て独占研究，技術論的研究，結合生産研究，巨

大産業研究，立地論研究，公害研究などの観点、

から，多様な研究対象として取り扱われ，多く

の研究蓄積がなされてきた。しかしながら，石

油化学工業が成熟期を迎えた80年代以降，コン
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ピナートに対する関心は急速に減退し，コンビ

ナートを対象とした研究はほとんどみられなく

なった。

山田昭夫（1997）はその理由として，産業論

のテーマが産業独占論から情報論・グローバル

化＝ネットワーク論に転換し，分析対象となる

産業が装置産業から加工組立型産業に転換した

こと，コンビナート公害を分析した反公害論か

ら自然保護論に転換したこと，の2点、をあげて

いる。確かにその2点を軽視することはできな

いが，コンビナート研究が停滞したより大きな

原因は，石油危機以後の石油化学工業の構造不

況化にあるというべきであろう。構造不況化し

た石油化学工業は，過剰設備，恒常的な低収益

体質，設備投資意欲の減退に陥り，独占資本主

義批判の対象としての魅力を喪失した。さらに

いえば， 90年代以降，産業研究一般においても，

技術論的観点にもとづく分析手法が後退し，技

術論的研究対象としてもっとも注目されてきた

石油化学コンビナートに対する関心が薄れた点

も否めない。

しかしながら， 50年代から70年代の新設コン

ビナートについての研究ではなく，コンビナー

トの縮小，統合，閉鎖といった再編の過程につ

いての研究が， 90年代に入り求められるように

なっているのである。コンビナートという技術

的特性が，再編過程においても，再びその特質

として姿を現しつつある。コンビナートという

生産形態が産業再編にもたらす影響について，

産業論・技術論的観点からの考察が再び要請さ
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れているのである。

したがってまず，コンビナート形成過程につ

いての既存研究を再検討することによって，コ

ンビナートの有する生産形態としての特質を明

らかにする。既存研究の整理については，山田

(1997）の分類に従い九生産形態説と資本形態

説に大別する。そのうえで，産業再編に対して

もたらす影響として，生産形態説からは地域的

結合の必要性からコンビナート再編における立

地再編の問題について，資本形態説からはわが

国のコンビナートが複数の資本によって形成さ

れていることによる，単独企業での再編の困難

性という視点を摘出することにしたい。

2 コンビナー卜の古典的規定

はじめに，生産形態説と資本形態説による論

争の起点となった古典的規定について述べてお

きたい。

コンビナート論は，先にも述べたように，レー

ニンによる研究が事実上の起点となっている。

レーニン（1956）は，コンビネーション2）を「最

高の発展段階に達した資本主義のきわめて重要

な特質である」（p.31）として，原料加工の一貫

した諸段階をなすか，あるいは相互に補助的な

役割を演じる，種々の工業部門を一個の企業に

統合したものである，と定義している。そして，

コンビネーションは生産の集積の結果として形

1 ）山田によるコンビナート論に関する文献リスト，お
よびその解題は，本稿の分析を進めるにあたり大変参
考になった。そこでは労働や公害の側面からの分析も

行われているが，本稿の関心はコンビナートという生
産形態のもたらす影響にあるので，労働および公害に

関する研究については考察から除いている。
2）コンビネーションという概念には，後述する堀江の
指摘のように， 3通りの解釈があり，コンビナートの
概念と全く同じものではないのだが，わが国のコンビ
ナート論においてはそのそれぞれをコンビナートと

する主張がある。

成されることを指摘した。

レーニンの規定を継承したブリユーミン

(1937）は，コンビナートの物質的基礎はコンビ

ナートを構成する諸部門聞の技術的統一性にあ

るとして，コンビナートの生産が一点で行われ

るという空間的統一性，単一の動力機関や各生

産間の連絡網の存在という生産閣の技術的統一

性，そして工業技術的過程の連続性という狭義

の意味での工業技術的統一性を指摘している。

またコンビナートの発展形態として，第1に基

本的原料の連続的加工にもとづくコンビナート

化，第2に屑物の利用にもとづくコンビナート

化，第3に原料の総合的利用にもとづくコンビ

ナートイむという 3形態をとることを明らかにし

た。さらに，コンビナートとカルテルやトラス

ト，コンツェルンといった他の独占体との関連

について考察を加えている。以上のようなブ

リユーミンによるコンビナートについての考察

は，多かれ少なかれ，その後のわが国のコンビ

ナート論のすべての研究に対して影響を与えて

いるといえる。

わが国のコンビナート論は，これらの先行研

究の基礎の上に成立している。山田は初期の研

究を3つの系譜に分類している。

第1の系譜として，コンビナートを生産の集

積あるいは集中と位置づけるものである。内田

譲吉（1957）は，コンビナートを生産の集積の

ー形態であるとして，カルテルやコンツェルン

といった資本結合の形態と並列的に扱うことを

否定した。さらに，生産の集積は資本の蓄積・

集積の結果現れるものであるとともに，資本の

集中も生産の集積を進めるものであると論じ

た。

内田の議論を受けて野口（1968）は，内田の

議論を評価しながらも，コンビナートをたんに

生産の集積のー形態と見た点で不十分であり，
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生産の集積を独占体から機械的に区分した点で

も問題があると指摘した。野口は，生産の集積

の実体が表現されるのはコンビナートだけでは

なく，カルテル・トラスト等も生産の集積の一

形態であり，コンビナートを生産の集積のー形

態であるとするのは，それ自身としては正しい

が，カルテル等と対置することは機械的な区別

であり正しくなく，両者を区別する別の指標が

必要であると主張した。

野口はまた，レーニンの定義に対して，地域

的統一性の補足が必要であるとした。すなわち，

レーニンの定義における技術的統一性をもった

生産工程は，地域的統一性を伴って初めてコン

ビナートとなりえるとしたのである。この地域

的統一性の概念を包摂するために，野口は，コ

ンビナートを生産の集積のー形態であると同時

に，生産の集中のー形態，あるいは生産手段集

中のー形態であると規定した。生産の集中は，

資本の集積・集中とは別次元の概念であり，生

産が地域的に縮小され，労働空間が縮小される

ことで費用が節約されるものとしたのである。

第2の系譜は，コンビナートを形成する要素

である装置から論を進めたものである。三戸

(1951）は，マタレ（1942）による装置について

の分析，すなわち，装置とは機械とは対照的に

「非力学的過程の媒介に役立つ手段J(p.44）であ

り，労働対象への人間活動の導体とはいえない

単純な容器であるという規定を批判した。マタ

レは，f容器はその内部で目的実現過程が遂行さ

れないならば，装置と呼ばるべき何らの理由も

ないであろう。かくして容器は，その中にある

労働対象の活動によって装置となるJ(pp. 

44-45）としている。

これに対して三戸は，その内部において労働

対象の活動する単純な容器は装置であるかとい

う逆の問題を設定することにより，装置を単純

な容器といえないことを論証した。三戸によれ

ば装置とは，「労働対象の自己運動・自己変化を

可能にし促進し助長せしめる労働手段」（1951,

p.130）である。そして，装置は「労働対象に働

きかける幾つかの相異なった段階的諸過程の相

関連する一系列を遂行する，種類を異にするが

しかし相互に補足しあう，結合機構ニパイプに

より結合せしめられた諸機械・諸容器」（1953,

pp.149-150）であることから，機械体系の一種で

あると把握している。

三戸による装置概念は，後に下谷（1973）に

よって批判的に継承された。下谷は三戸の装置

論の欠陥として，装置とその発展段階にある装

置体系を混同したこと，装置＝装置体系と規定

することによって本来の装置概念を欠落させて

しまったことの2点をあげている。下谷は，三

戸のいう機械体系の一種である装置は，「機械の

段階に対応すべき装置であり，この装置が複数

集められて一つの体系を構成したものこそが，

機械体系の段階に対応すべき装置体系」（p.52)

であるとして，装置の発展段階を規定した。そ

のうえで，装置とは条件を求める容器であり，

条件付与部分のあり方が装置の発展系列を規定

づけるとしたのである。そして，装置体系が，

連産性によって相互に多角的に結合されたもの

が結合装置体系であると位置づけ，結合装置体

系がコンビナートと呼ばれているものであると

規定している。

最後に第3の系譜は，林（1957）を起点とす

る技術論的観点からのコンビナート規定であ

る。林は戦前から続く大牟田の化学コンビナー

トの実証分析にもとづき，「このような多角化

は，化学工業技術の諸関連から必然的に生み出

されたものである。生産過程の工業技術的合理

性の追求がこのような多角化を生み出すのであ

る。それをコンビナートと呼ぶ。コンビナート



-106 経済論究第 109 号

化はあくまでも生産力的な局面での問題であっ

て，資本形態の問題とは自ら別個の問題である」

と，コンビナートを規定した。

さらに，「日本のように資本の蓄積力の貧弱な

ところは，工業技術的にはひとつのコンビナー

トでありながら，個々の部門を専門化して，そ

れぞれ別個の資本が担当し，各資本の密接な連

携によって，全体として，実質的にコンビナー

トを形成するという場合がしばしばある」とし

て，資本形態の観点からのコンビナート形成を

日本特殊的なものであると論じた。

このような生産形態からの規定と，林の否定

した資本形態からの規定は，その後多くの論者

によって論争が繰り広げられている。

生産形態からの議論として，宮崎（1960）は，

「産業の諸部門にまたがって，数個の巨大企業体

が，同一原料の総合的利用を軸とし，利潤の安

定化を主たる目的として有機的，多角的に結合

した集団J(p.44）とコンビナートを定義してい

る。これに対して，宮下（1960）は資本形態の

視点から，宮崎の主張を「コンビナートにおけ

る資本的結合を否定されるかのごとき見解には

いささか疑問がある」（p.45）と批判したうえで，

「集団内部の企業相互間で，より資本的ならびに

人的関係の濃いコンビナートのほうが，いっそ

う有利であることは自明のことのようである」

(p.46）として，資本結合の面の優位性を主張し

ている。両者の議論は，技術結合，資本結合を

それぞれ否定するのではなく，どちらを重視す

るかという点に意見の相違がみられる。

これら 3つの系譜のうち，第I，第3の系譜

から生産の集積・集中と技術的観点を強調する

見解が生産形態説として，資本の集積・集中を

強調する見解が資本形態説として継承されて

いった。そして第2の系譜からは装置論争3）が

引き起こされた。

次章以降では，上述してきた生産形態説と資

本形態説それぞれについて，議論を整理したう

えで，現在の石油化学工業の再編にコンビナー

トという生産形態がどのような意義を持つのか

を考察する。

3 生産形態説

わが国の石油化学コンビナートは， 1950年代

末に稼働を始めた。石油化学工業の発展は，そ

の後の高度成長を牽引する要因の一つであり，

産業論をはじめとする経済学の主要な研究対象

として注目を浴び，多くの論者によってコンビ

ナート論は展開されることになった。

越後（1961）は，コンビナートについて，「生

産の技術的側面に着目して規定された生産形態

の一つであって，これを企業結合のー形態とし

て理解するのは妥当でない」（pp.1-2）として，

生産形態からの把握を主張する。これは，コン

ビナートが企業結合によって形成されることも

あるが，企業結合を経ない同一企業内の結合と

しても存在しうることを論拠としている。すな

わち，企業の合同，企業間の結合という要因を，

本質的な要素として必要としないということを

主張している。そのうえで，「相互に有機的関連

性をもっ各種の生産部門が，一つの企業に結合

するか，または企業の集団の形をとって，一つ

の生産体系を形成している場合，そうした企業

または企業集団の生産形態をコンビナートとい

う」（p.3）と定義づけ，各種の相互補完的な生産

部門の技術的・生産的・地域的統ーを特徴とし

てあげている。

さらに越後は，コンビナート発展の可能性は，

巨大な規模の生産を前提とするため，高い集積

3）装置論争については，中村静治（1995）において詳
細に整理されている。
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の上に与えられると論じた。原料の大規模利用

が行われるなど，資本の有機的構成が高いとき

のみコンビナートが経済的意義を持つとして，

コンビナートの形成は，資本の有機的構成の高

い重化学工業の発展を前提とすると述べてい

る。一方で，コンビナートを形成する装置産業

は，規模の経済性が大きいことから，コンビナー

トの形成が集中・集積を促進するとしている。

コンビナート自体は生産の技術的形態であり，

企業・資本の集中とは区別されるが両者は無関

係ではないとして，コンビナートは集積・集中

の基礎上に形成され，さらにこれを強化・促進

するものであると結論づけた。

内田星美（1961）は，コンビナートの定義は

「純経済学的な説明よりも経済地理学的あるい

は工場立地論的な説明の方がより妥当する」（p.

11）として，「ことなる産業の工場が原料依存関

係におげる生産技術上の必然性から同一地区に

隣接して建設されたような工場群をコンビナー

トと呼ぶ」（向上）と規定した。そして，「生産

技術上の不可避性および経済性が，異種産業の

工場を原料供給者および使用者としてコンビ

ナート的結合を必然的たらしめたJ(p.12）とコ

ンビナート形成の要因を指摘したうえで，「ノfイ

プによる結合こそがコンビナート結合のすべて

である」（向上）と主張した。内田の規定の特徴

は，企業という単位ではなく工場を単位として

コンビナート形成を論じている点にある。また，

立地論的観点から地域的統一性を強調している

点でも他者と一線を画している。

渡辺（1962）は，「コンビナート化のモメント

は生産過程における合理化，コストの切下げで

あり，そこを貫いている論理は，生産技術的合

理性であるJ(pp.44-45）と，生産技術面での結

合の必要性を論じたうえで，「社会的分業によっ

て各産業部門に分化されていた諸部門での専門

化と大規模生産の利益が，専門化され，大規模

化された企業聞の，あるいは生産体間の結合化

によってーそうの大規模化によって拡大される

過程をコンビナート化とよんでいる」と規定し

た。さらに，コンビナート化を多角化ととらえ

る視点、について検討し，多角化そのものはあら

ゆる資本主義経済に存在する結合の形態である

のに対し，コンビナートは，生産の集中による

独占，寡占への傾向を伴うものであると論じた。

渡辺の規定は，多角化との対比からもわかるよ

うに，生産の集中による拡大過程を重視してい

る。

中村忠一（1962）は，産業資本制段階の生産

形態の特徴が単一化，専門化にあるとしたうえ

で，「コンビナート化はこの単一化，専門化の段

階を経た資本の有機的構成の高い巨大な生産部

門間の有機的結合化として理解すべきであるJ

(p.3）と論じている。そしてこの有機的結合が，

生産と資本の集積・集中化に促進的作用を及ぼ

すと結論づけている。

以上のような生産形態説の諸見解を集約的に

論じたのが，木村（1965）である。木村は技術

的・生産的・地域的統一性をコンビナート成立

の基本的条件としてあげている。これらにもと

づいて異種の産業・製造部門を結合することが，

コンビナートの特徴であるとしている。そして，

コンビナートは生産の組織形態であって，資本

主義と社会主義の両経済体制に共通する概念で

あるが，資本主義の下では，生産の巨大な集積・

集中に資本の集積・集中が対応するとしたので

ある。

木村の研究により一応の集約をみた生産形態

説は， 70年代に入り生産単位を視座とする新た

な段階に移っていった。コンビナートを生産単

位としてとらえるこれらの諸研究の先駆となっ

たのは，堀江による一連の研究である。
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堀江（1970）は，独占資本主義段階の生産構

造は，同一種類の工場を生産単位とする単なる

工場集積ではなく，異種工場の統合体であり「工

場から構成されながら工場を肢体とする高次の

生産単位」（p.2），すなわちコンビナートである

と論じた。

さらに，堀江(1971）では，従来のコンビナー

ト論が論理次元の異なる様々な定義によって紛

糾していることを指摘し，その原因としてコン

ビネーションという用語の3つの意味が，錯綜

して用いられている点にあることを明らかにし

た。 3つの意味とは，第1にカルテル・トラス

ト等の企業合同，第2に企業合同のうちの垂直

的企業合同，およびその結果できた結合企業，

そして最後に多数の異質工場を集積した結合工

場である。

企業合同は，資本形態説のうちの企業合同説

が，結合企業は，資本形態説のうちの個別資本

説が対応するとしている。レーニンのコンビ

ネーション論はこの結合企業論にしたがってい

ると論じている。これに対して生産形態説は，

第3の類型である結合工場にコンビネーション

を限定するものであるが，現代の巨大企業の生

産構造が結合工場につきるわけではなく，結合

工場は結合企業の部分を構成する下位概念にす

ぎないとも指摘している。

このような堀江による見解を継承したのが坂

本（1974, 1976）である。坂本（1974）は，現

段階の巨大生産単位は工場結合体という形態を

とっており，工場結合体が一個の確立，固定化

した生産単位となっているとしたうえで，この

工場結合体という生産単位がコンビナートであ

ると論じた4）。

4）矢田（1986）は，工場結合体をコンビナートとする坂
本の規定に対して，工程間結合と工場開結合とを質的

に画することの困難性を指摘して批判を加えている。

坂本は，生産関係的視点を軽視しているとい

う資本形態説からの批判に対して，コンビナー

トは「産業資本の直接的生産過程の実現される

技術的・場所的な条件としての生産単位の新た

な，しかも画期的な発展段階，いい換えれば『生

産の社会化Jの画期的な発展段階をっくり出し

ていると考えられる」（1974, p.161）として「カ

ルテル， トラスト，コンツェルンなど，本来資

本制的な性格をもった企業結合形態とは本質的

に異なった，いわば歴史貫通的な内実を内包し

たものであるJ（向上）と反論した。したがって，

資本形態説の視点ではコンビナートの経済的な

意義を理解することができず，それを理解する

には，まずーっの生産単位の形態として理解す

ることが必要であると主張している。

下谷（1971,1972）は堀江の見解を受け継い

で，コンビナートの技術構造，企業構造に考察

を加えている。下谷（1971）は，石油化学コン

ビナートの三重の構造として，第1に原料一半

製品一製品というフローシートの結合，第2に

工場＝装置体系が結びついた結合工場＝結合装

置体系，そして第3に管理単位としての工場二

装置体系が企業複合体として別個の企業によっ

て経営されていることをあげている。

フローシートの結合については，石油化学コ

ンビナートにおいて各生産部門が原料の総合的

利用のために，複雑に多角的に絡み合い結合し

ていることを指摘したうえで，ブリユーミンの

三つの発展段階は，それぞれ後者が前者をその

内に重層的に含み込んでいるとして，たて・ょ

このコンビナートというような並列的・類型的

な把握ではなく，重層的な把握が必要であると

主張している。

さらに，装置工業である石油化学工業という

視点、から，機械の発展系列に対応する，単なる

容器，装置，発達した装置，装置体系という発
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展系列を規定した。そして装置体系と装置体系

がパイプで結合されたものが結合装置体系であ

り，それが巨大化したものがコンビナートであ

ると結論づけている。

企業複合体については，下谷（1972）におい

て，コンビナートの物質的基礎が工業技術的統

一性にあることから，単独の企業が一つの生産

単位であるコンビナートを構成・管理すること

が望ましいにもかかわらず，わが国では一つの

生産単位が複数の管理単位で構成・管理されて

いる要因について考察している。この企業集団

化の要因として下谷があげているのは，建設資

金の問題，技術上の問題，コンビナート内での

中間生産物の販路の問題である。加えて，通産

省による行政指導が，上の三要因によって小規

模な計画となっていた各企業のコンビナートを

集団化させ，企業複合体を形成したとしている。

以上のような，生産単位を視点とするコンビ

ナート論の論者に共通する主張は，従来の生産

単位であった工場が結合することによってでき

た結合工場が，現段階の生産単位となっており，

この結合工場がコンビナートと呼ばれるべきも

のであるという点である。こうした見解に対し

てはいくつかの批判がなされているが，ここで

はその代表的なものである中岡（1979）につい

てみておきたい。

中岡は，堀江らが指摘した結合工場という生

産単位を，コンビナートと呼ぶことに対して疑

問を呈している。そして，結合工場といった特

徴づけでは形態学的であると批判している。さ

らに，「かりにひとつの有機的まとまりをもった

作業単位が一つの屋根の下に入ることを前提と

してみとめたとしても，工場が明白に『建物』

によって区別されたいくつかの作業場の結合に

よって編成されるという編成は，よほどの小工

場でないかぎり，それが巨大生産単位であるな

しに関係なく，工場編成の基本であるJ(p.210) 

として，工場に対する把握そのものが形態学的

であると批判したうえで，その工場が結合した

結合工場をコンビナートとすることは，構造的

特徴を明らかにしないと主張している。中岡自

身のコンビナート規定は明確ではないように思

われるが，生産単位をどうとらえるかという問

題提起は示唆に富むものである。

このようなコンビナート論における生産単位

概念の問題について，柳井（1990）は立地単位

という視点から興味深い議論を展開している。

柳井は坂本による電気機械産業などへのコンビ

ナート概念の拡張を検討し，坂本が場所的単位

としている生産単位の定義とは相容れないもの

であることを指摘した。そして，場所の範囲は

立地単位の定義付けによって付加される要因で

あり，坂本の主張は生産単位と立地単位を混同

していることを明らかにしている。しかし柳井

による生産単位の概念にも，何をもって生産単

位の境界を画定するのかめなど，暖昧な部分が

残されており議論の余地がある。この点につい

ては稿を改めて論じたい。

生産形態説の議論を整理すると，コンビナー

トという生産形態の特徴は， 3点に集約される。

第1に技術的統一性である。技術的統一性とは，

連続した生産部門の結合（一貫生産），副産物・

廃物の有効利用，原料の総合的利用の 3形態か

らなる。下谷が指摘するように，これらはそれ

ぞれ重層的に構成されている。第2に生産的統

一性である。コンビナート内の諸部門は需給関

係によって結びついており，生産量の均衡とい

う依存関係が成立する。第3に地域的統一性で

5）柳井は企業内の生産力体系を生産単位としている
が，石油化学工業のように複雑かつ広範な原料および

製品の連関を持つような産業の場合，あまりにも幅広
い対象が一つの生産単位として把握されることにな
り，生産単位を論じる意義が失われるおそれがある。
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ある。コンビナート内の原料・半製品の移動は，

気体・液体の状態で，かつ高温・高圧であるた

めに，パイプラインの結合によって地理的に近

接することが経済的となる。

4 資本形態説

生産面あるいは技術面の結合を重視する生産

形態説に対して，資本面の結合をコンビナート

規定の重要な要素であるとするのが，資本形態

説の議論である。

又城（1961）は，コンビナートについて，「一

般的には，原料加工の継起する諸段階を形成す

る異なった生産部門あるいは一方が他方に対し

て互いに補助的役割を果たす生産諸部門が，す

なわち異種工業部門の幾つかの経営が，技術的

な見地から結合して一つの生産的単一体を形成

したものか，または単一の企業あるいは経営に

結合されたものを指し，緊密な工学的過程の連

続性と，経済的な連関性とに貫かれている生産

規模の拡大を表現する言葉である」（p.5）としな

がらも，「英米を中心とする資本主義国では，ト

ラスト，カルテル，コンツェルンとならんで，

独占的な，生産および資本の集中のー形態とし

てのコンビネーションとして認識されている」

(p.7）というように，独占的形態として把握する

ことを主張した。そして，わが国のコンビナー

ト導入の背景に触れ，わが国では強大資本企業

が，独占禁止法等に抵触せずに常に安定して成

長する方策を考慮した結果，企業の集団化とし

てのコンビナート化が選択されたとしている。

このような考察の結果，コンビナートの計量

経営学的な定義は，企業と経営の生産性の向上

を目的とした「同種原材料の境界的利用を対象

として，産業の諸種の分野に関連する数個の企

業が，他律的または自律的に結集しようとする

経営戦略の一つの機密なる手」（p.10）であり，

そうして結集された企業群が「将来一つの新し

い企業形態として発展し，生産性向上を続行し

ていく可能性を内蔵する企業の結合状態であ

る」（向上）と結論づけた。又城の規定は，地域

的な統一性には触れておらず，企業結合を形成

する戦略のーっとしてコンビナートを把握して

いる点に特徴がある。

山田一郎 (1961）も同様に，「コンビナートは

資本にとっては手段」（p.26）という見解をとっ

ている。戦前の企業集団とは異なる点として，

技術革新の影響と市場独占の困難性等をあげて

いるが，議論の前提としてコンビナートは企業

集団の一形態であるという観点に立っている。

したがって，コンビナート等の新しい企業集団

化の形態が，必ずしも資本支配を伴っていない

点については，過渡的流動状態であると主張す

るのである。

このような見解を継承し，より詳細に論じて

いるのが角谷（1964）である。まず角谷による

コンビナート論の各議論についての見解をみて

みたい。生産形態説のうち技術的側面を重視す

る議論に対しては，企業形態的側面が排除され

ているとして批判する。一方で，地域的側面を

重視する議論については，自然科学的＝非経済

学的な見解であるとしながらも，「地域的近接性

という現代コンビナートの物的基礎を軽視する

ことは，コンビナートを『コンビネーション一

般』ないし『企業集団化一般』に解消するとい

う，あやまりをおかすものである」（p.20）とし

て，積極的な評価を行っている。

次に，資本形態説のうち企業間の結合関係を

重視する議論である企業結合説に対しては，「こ

の見解においては同一企業内の工程結合ないし

工場結合を，コンビナート概念から排除するこ

とになる」（向上）と批判を加えている。最後に，
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資本形態説のうち，コンビナートを企業集団化

のー形態として把握し，個別資本の運動の特定

段階における形態とする説を個別資本運動説と

したうえで，「資本主義的生産様式のもとにおけ

るコンビナートは，単純に生産技術的連関ない

しは企業結合を意味するものではなく，生産技

術的統一性・地縁的近接性を物的契機とする個

別資本の運動形態として，歴史的・経済的観点、

から把握しなければならない。したがって，そ

の概念規定にあたっては，とうぜんに，基本的

には個別資本運動説の立場にしたがうことにな

る」（p.21）と高く評価している。

以上のような見解を見る限り，角谷のコンビ

ナートに対する評価は，生産形態説と資本形態

説の中間，あるいは両者をあわせもつかのよう

に思われる。しかし，三井や三菱系企業による

コンビナートはもちろんのこと，非資本結合の

コンビナートについても基本的にはその背景に

コンツェルンが存在するとして，結論としては

「コンビナートは，このような資本制生産関係の

下における結合的企業形態ないしは企業集団化

方式の一種として理解されなければならないJ

(p.23）と主張している。

大山（1965）は，やや違った角度からコンビ

ナートにおける資本形態について述べている。

ソ連等の社会主義諸国におけるコンビナートと

は異なり，「独占資本主義国における『コンビ

ナート』は，産業と経済のあらゆる分野を支配

し，従属させる欲望をもっ独占資本が，生産の

技術的関連性，基本的原料加工の連続した諸段

階，副産原料加工の連続した総合的な諸系統，

主要生産部門にたいして補助的役割りを演じる

部門，さらには異なる産業部門間の技術的・原

料的関連性などを利用して地域的な結合関係を

はかり，そのことによって，蓄積の基盤をひろ

げ，独占集中を強行し，その支配領域をひろめ，

強めていく特徴をもっているJ(p.111）としてい

る。独占資本による運動であるという点を強調

するため，「形式的に単一の企業で構成されてい

るか，少数ないし多数の企業で構成されている

か，あるいはまた構成企業が資本的結合関係を

もっているかいないか，などということは，上

記の基本的特徴には，あまりかかわりがない」

（同上）という結論になっている。

角谷や大山の規定を受けて，石田（1970）は

コンビナートを労働の面から分析しているが，

コンビナートの規定に関する部分では次のよう

に述べている。石田は，「機械制工業の大規模化，

資本の集積・集中の過程において，一定の主要

生産部門に，先行または，後続の生産部門ある

いは廃物利用部門あるいは関連生産部門が，結

合されるにいたった。この大規模化による結合

生産の条件の上で，さらに中間商人および商業

利潤の排除，利潤率低下傾向の克服，景気変動

の影響の相殺化などの諸原因によって，結合生

産が促進された。それゆえに，結合生産が典型

的に発展したのは，生産の集積・集中を基礎と

する独占の段階である」（p.176）として，結合生

産による資本結合ニコンビナートの発展は，独

占の発展を基礎とするものであることを主張す

る。しかし単純な結合すべてがコンビナート的

結合ではなく，原料加工の連続した段階をなす

工業部門の結合，または，ある部門が他の部門

に対して補助的役割を演じるような関係にある

工業部門の結合が，コンビナート的結合である

としている。

資本形態説によるコンビナート規定の議論を

集約すると次のようになる。生産形態説のいう

技術的統一性や生産的統一性を物的契機とし

て，資本が結合することによって形成された企

業体がコンビナートであり，その背景には，装

置工業の特性から来る規模の経済性川こより生
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産の集積・集中が求められ，そのために資本の

集積・集中が生じているというものである。つ

まり，資本形態説の議論は，生産形態説の議論

を全否定するのではなく，コンビナート形成の

物的側面として技術的・生産的統一性をとらえ

ているのである。

しかし，このように考えた場合，資本形態説

独自の規定というのは不十分なものといわざる

をえない。企業結合をもってコンビナートとす

る見解に対しては，角谷が批判するように，同

一企業内における工程結合・工場結合，換言す

れば単一の企業によって構成される結合工場

が，コンビナート概念から排除されることにな

る。他方，コンビナートを独占資本の運動の特

定段階における形態ととらえる場合には，生産

形態説の観点なしにはコンビナートの本質的な

規定とはなりえない。すなわち，独占資本のど

のような運動の形態であるかを規定する際に，

物的側面の議論を必要とするのである。

資本形態説はこうした問題点を抱えているの

であるが，その議論が無意味であるというわけ

ではない。なぜなら，第2章でみた林の指摘の

ように，個々の部門を複数の資本によって分担

し，各資本の連携によってコンビナートが形成

されるという，日本特殊的なコンビナートが存

在するからである。したがって，日本のコンビ

ナートを論じる際には，資本形態説の議論は有

効となりうるのである。

6）装置工業では0.6乗の法則が働くとされている。 0.6
乗の法則とは，プラントの規模が2倍になったときに
プラントの建設コストが2の約0.6乗倍になるという
経験的法則である。したがって，単位あたりの生産コ

スト削減のため，技術的限界が許すところまで装置の
大規模化を指向するとされている。

5 既存研究からのインプリケーション

コンビナートという生産形態がもたらす産業

再編への影響について，生産形態説，資本形態

説から以下のようなインプリケーションが得ら

れる。

生産形態説における技術的統一性および生産

的統一性からは，製品単位での縮小や撤退とい

う部分的再編の困難性が明らかになる。製品ご

とのライフサイクルが異なるため，コンビナー

トを構成する諸部門のうち，ある特定の部門の

みの縮小や撤退を必要とする事態が生じること

がある。しかしコンビナートの技術的統一性，

生産的統一性という特質ゆえに，ある部門のみ

の縮小や撤退は，他の部門の生産・投資活動に

負の影響をもたらす。つまりある特定部門のみ

の再編は，コンビナート内の原材料の需給バラ

ンスを歪めることになる。この結果，共同生産

される他の製品や原料供給先となる次の生産工

程への影響を考慮した場合，たとえ製品単位で

は不採算となっていても，操業継続を余儀なく

されるケースもでてくる。

さらに，林が指摘した，一つのコンビナート

で複数の企業による製品問分業が行われている

日本のコンビナートのような場合には，ある部

門の再編を行うために企業間の調整が必要とな

り，部分的生産工程の撤退はより一層困難な状

況に陥る。この点は資本形態説から得られるイ

ンプリケーションであり，再び述べる。

地域的統一性からは以下のようなインプリ

ケーションが得られる。上述したような部分的

再編に際して，ある企業の保有するコンビナー

トの立地が1カ所に限定されているのであれ

ば，その再編はコンビナート内部で完結するた

め，地域的統一性の視点に限れば問題とはなら
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ない。しかし，複数立地のコンビナートを保有

する企業においては7），地域的な不整合をもた

らす可能性がある。たとえば，川上の製品で第

1立地の老朽化設備を廃棄して第2立地の新鋭

設備に生産を集約した場合，第1立地の川下の

製品への原料供給を第2立地から行わなければ

ならない。このとき，新鋭設備へ生産を集約し

たことによる規模の経済の利益と，新鋭設備の

高生産性による利益とを合計したものより，コ

ンビナート間の原料輸送の費用が上回る場合，

結果的に生産の集約が不利益をもたらすことに

なる。したがって，このような場合には，集約

によって撤退した部門の製品は，近接する他の

企業のコンビナートから供給を受けることが有

利となる。企業間で相互に供給しあうことに

よって，規模の経済の利益と高生産性による利

益という集約の効果と，輸送費の削減という効

果との，両方を得ることができるのである。現

在進展しつつある系列を超えた企業間提携の動

きは，このようなコンビナートの特性からも発

生しているとみることができる。ただし，海外

の原料コストと海外からの輸送コストが大幅に

低下すれば，コンビナートの部分的再編が効率

的な再編となることもありうる。

もちろん技術的・生産的統一性の影響と地域

的統一性の影響は，容易に分離できるものでは

なく，現実には互いに複雑に絡み合っているこ

とはいうまでもない。

資本形態説の議論から得られる石油化学コン

ビナートの再編に対するインプリケーション

は，次の3点である。第1に，複数企業がコン

ビナートを所有することによる意志決定の困難

7）わが国の石油化学工業では，旧財閥系企業を中心
に，第1立地が東日本の企業は第2立地を西日本に，
逆に第1立地が西日本の企業は第2立地を東日本に
というように，相互浸透的に東西立地型の市場戦略的
拠点配置を形成した。

性である。これは日本のコンビナートの特殊性

として，生産形態説の技術的・生産的統一性の

ところでも述べたが，ある特定部門のみの再編

は，コンビナート内の需給ノてランスを崩すため，

他の部門との調整を考慮しなければならない。

しかし，資本結合によって構成されているコン

ビナートの場合，すなわち再編する部門とそれ

によって影響を被る部門が異なる資本によって

所有される場合，一方の企業は撤退という戦略

を指向するのに対し，他方の企業は操業継続を

図るというような，企業戦略上の不整合が生じ

る可能性がある。

第2に，地域的統一性の側面から，集約によっ

て撤退した部門の製品に対して，近接する他の

企業のコンビナートから供給を受げるケースが

あることを指摘したが，この際に事業統合会社

の設立という戦略がとられていることである。

石油化学企業の取り扱う製品が多岐にわたるこ

とから事業分野ごとの戦略が異なるとともに，

複雑な工程間分業を伴うコンビナートが形成さ

れているために，単純な合併という戦略をとる

ことは困難となっている九そのため，製品ごと

に最適なパートナーを選択し，事業統合会社が

設立されているのである。とくに，ポリプロピ

レンやポリスチレンなど成熟化の進んでいる汎

用樹脂の分野での事業統合は著しい。事業統合

会社の設立は，上述した企業戦略上の不整合を

回避する手段ともなっている。

8）実際，石油化学工業において合併まで至ったケース
は，三菱油化と三菱化成の合併による三菱化学と，三
井石油化学と三井東圧化学の合併による三井化学と

いう，同一資本系列内の企業を合併したケースにとど
まっていた。はじめての旧財閥系の資本系列の枠組み
を越えた統合となる住友化学と三井化学の経営統合
においても，合併に至るまでに持ち株会社の下に各事

業分野ごとの事業統合会社が設立される予定になっ
ている。またその背景には，住友銀行とさくら銀行，

住友海上火災保険と三井海上火災保険の合併が予定
されているという，資本系列の枠組みそのものが再編
されているという状況がある。
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第 3に，事業統合の進められるもう一つの要

因として，石油精製業，石油化学工業における

世界的な企業合併と，圏内企業の再編との関連

を指摘しておく必要がある。技術革新による規

模の経済性追求のより一層の進展や，汎用品部

門を中心とする成熟化を契機として，エクソン

とモービル，ダウケミカルとユニオンカーバイ

ド等，石油メジャーや大手化学企業における大

規模な合併の動きが加速している。世界的な再

編の進展は，圏内の外資系企業を再編するとと

もに，競争戦略上の対抗手段としてその他の国

内企業のより一層の再編にもつながり，脆弱な

資本集積の解消をもたらそうとしている。とく

に石油精製業でのグループ化は急速に進んでお

り，将来的には石油化学工業にも波及していく

ものと思われる。こうした背景には，経済のグ

ローパル化によって，国内企業だけを対象とし

た競争戦略では，生き残りを図ることが困難と

なっている状況がある。したがって，資本形態

説の諸論者が強調した資本集積が，当時よりも

一層必要とされているのである。

従来の石油化学コンビナートの再編は，石油

精製業と石油化学工業それぞれの思惑で進めら

れてきた。その結果，資本的側面と地域的側面

の両方で不整合が拡大している。資本的側面の

不整合とは，再編によって川上部門と川下部門

の資本関係に不整合が生じる状態であり，地域

的側面の不整合とは，川上部門と川下部門の撤

退すべき，あるいは存続すべき立地が異なる状

況を指す。

このような状況において，今後進められる再

編では，コンビナートという生産形態の特徴で

ある技術的・生産的・地域的統一性を維持する

ような再編（コンビナートの一体的閉鎖を含む）

が行われるのか，あるいは不整合をできるだけ

最小化しつつ，コンビナートの部分的な再編が

進められるのかは，各コンビナートの生産性，

立地条件，周辺コンビナートとの提携の可能性，

石油製品，石油化学製品の価格競争力，国内外

からの原材料調達コスト，今後の企業合併など

の条件によって変化するであろう。コンビナー

トという技術的・地域的統合形式が将来とも維

持されるとはいいきれなしユ。理論的にはコンビ

ナートという生産形態をとることが，コスト上

有利になると考えられるが，製品ごとの国際競

争力の相違，原材料・製品の輸送コストの低減

等によって，技術的・地域的統一体としてのコ

ンビナート形態は部分的に崩壊し，多様な生産

単位としての部分的コンビナートとして残るこ

とになる可能性も捨てきれない。堀江や坂本，

下谷が重視した生産単位の概念が異質なものへ

と変化することも考えられる。

コンビナートの競争力とは，空間的近接性と

生産工程の一貫性の利益であると総括すること

ができる。その条件が部分的に崩壊した場合，

すなわち原料がコンビナート内から調達するよ

りも海外から調達する方が安いといった条件が

長期にわたり継続した場合，コンビナート全体

の利益という議論は困難になるということであ

る。したがって，これまで蓄積されてきたコン

ビナート研究において欠落していた部分とは，

立地単位という視点からのコンビナートの競争

力の検討であると考えられる。
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